
山梨県地球温暖化対策実行計画について 

 

１ 策定の目的 

人類が直面する喫緊の課題である「地球温暖化問題」に県として積極的に取り組み、国の

京都議定書の目標達成に貢献するとともに、県民の健康で文化的な生活の確保に寄与。 
 

２ 計画の位置付け 

・「チャレンジ山梨行動計画」（基本目標５「さわやか・やまなし」の実現）の体系下、環境

施策を総合的・計画的に推進するために定めた「山梨県環境基本計画」の下位計画 
・「地球温暖化対策の推進に関する法律」及び「山梨県地球温暖化対策条例」に基づく計画。 
 
３ 地球温暖化に関する状況 

本県の特性、地球温暖化問題の概要、影響、これまでの取り組み（国際社会、国、県） 
 
４ 温室効果ガス排出量の概要 

 
（１） 排出状況 

・2005年の温室効果ガス総排出量は 7,187千 t-CO2であり、９０年比で 18.7％の増加（全
国は 7.8％の増加）。排出量の９５％以上が二酸化炭素（CO2）。 
・CO2の排出量は2003年をピークに減少傾向にあるが、2005年時点で6,867千t-CO2で
あり、９０年比で20％の増加。 

・CO2の排出量はすべての部門で増加。特に民生業務系と民生家庭系は増加傾向で顕著。 
・CO2の部門別構成比は、全国に較べて産業部門が少なく、運輸部門が多い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（２） CO2の増加要因 
・産業部門  近年は、ほぼ横ばいで推移 
・民生部門業務系 業務系床面積が＋50％増加 
・民生部門家庭系 世帯数の伸びが＋20％、世帯当たりのエネルギー使用量も増加 
・運輸部門  99％が自動車の排出、世帯当たり保有台数は 2.25台で、全国の 1.4倍 
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５ 計画の概要 

 

（１）期間 

２００９（平成２１）年度から２０１２（平成２４）年度 

中期（２０２０年度）、長期（２０５０年度）の計画期間も視野に入れる。  

（２）計画の対象 

京都議定書の６対象ガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O） 

ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）） 

（３）対象地域  山梨県全域 

（４）基準年  ２００５年 

 

（５）削減目標及び方向性 

 

①短期目標：2012年 

・削減対策により、京都議定書基準年（１９９０年）レベルまで削減（２００５年比１５．９％削減） 

・さらに森林県の特色を活かした森林の整備により、京都議定書基準年（１９９０年）比１５．７％

相当のＣＯ2を吸収 

→全体で１９９０年比１５．９％（２００５年比２９．１％）削減 

 

②中期目標：2020年 

・削減対策により、２００５年比２３．２％削減 

・森林による吸収量は２０１３年以降の国際ルールが確立していないことから、当面２０１２年まで

の吸収量と同等量の確保に努め、２００５年比１３．２％相当分を吸収 

  →全体で２００５年比３６．４％削減 

 

③長期ビジョン：おおむね2050年 

・再生可能エネルギーの積極的な導入、森林整備による吸収、排出権取引等の新たな手法を

フルに活用し、県内の二酸化炭素排出量をゼロとする「ＣＯ２ゼロやまなし」の実現をめざす 
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 （６）県の地球温暖化対策の施策体系 

 

地球温暖化対策における施策の体系 

３再生可能エネルギーの導入 

 
・個人住宅用太陽光発電設備の導入支援 
・メガソーラー発電所の整備 
 
・普及啓発、情報提供、指導助言の実施 
・県によるモデル施設の整備 
 
・山梨県木質バイオマス推進計画の推進 
・木質バイオマス支援センターの設置 

産業部門 
民生部門業務系 
民生部門家庭系 

環境と共生する都市づく
りの推進 

・温室効果ガス排出抑制計画制度の実施 
・中小事業者に対する省エネ機器導入の支援 
・環境家計簿の普及促進 
 
・運輸事業者の取組の促進（自動車環境計画） 
・エコドライブ運動の推進 
・公共交通機関の利用促進 
 

１二酸化炭素（CO2）の排出抑制対策 

４その他共通的・基盤的施策 

調査研究の推進 

・効率的な間伐の実施 
・公益性の確保が必要な私有林を「環境公益林」と 
位置付け整備を推進 

 
・企業が行う森づくり活動によるCO2吸収量の認証 
・山梨県地球温暖化対策条例に基づく温室効果ガ
ス排出抑制計画における排出量のオフセット 
 
 

・山梨大学等と連携した産学官による燃料電池の技
術開発 
・県内の温室効果ガス排出構造の調査研究 
 

・都市機能の集約化、資源・エネルギー消費の軽減に
より持続的に発展できる都市構造を形成 

 
・やまなし環境教育実践指針に基づく事業の実施 
 

運輸部門 

２森林吸収源対策 

やまなしの森づくり・
CO2吸収認証制度 

山梨県森林吸収量確保
推進計画の推進 

太陽光              

小水力 

バイオマス  
 

環境教育の推進 



 （７）主な排出削減対策と削減量 

 
2012年（平成24年）の主な排出削減対策と削減量 

区分 排出部門 主な削減対策 
削減量 

千ｔ-CO2 

産業部門・ 

民生部門業務系 
温室効果ガス排出抑制計画制度、環境対策融資制度等 596 

民生部門家庭系 省エネ機器、環境家計簿の普及促進等 117 

運輸部門 
エコドライブ運動の展開、道路ネットワークの整備、自動車環境計

画の実施、次世代自動車の普及等 
210 

ＣＯ2排

出抑制

対策 

廃棄物部門 一般廃棄物・産業廃棄物の減量化・リサイクルの推進 36 

CO2以外の排出抑制対策 廃棄物対策、代替フロン回収・破壊の推進 68 

再生可能エネルギー等 
太陽光発電、小水力発電、バイオエタノール、燃料電池、その他

新エネルギーの普及 
191 

温室効果ガス排出削減量 計  1,218 

CO2吸収源対策 山梨県森林吸収量確保推進計画、山梨県緑化計画の推進 949 

 
 

 2020（平成32年）年の主な排出削減対策と削減量 

区分 排出部門 主な削減対策 
削減量 

千ｔ-CO2 

産業部門・ 

民生部門業務系 
対策の継続により、2012年の削減量が維持されるものと想定 596 

民生部門家庭系 同上 117 

運輸部門 
エコドライブ運動の展開、道路ネットワークの整備、次世代自動車

の普及等の効果により、2012年から209千ｔ-CO2の削減 
419 

ＣＯ2排

出抑制

対策 

廃棄物部門 対策の継続により、2012年の削減量が維持されるものと想定 36 

CO2以外の排出抑制対策 同上 68 

再生可能エネルギー等 
太陽光発電の導入促進、小水力発電の普及等の効果により、

2012年から64千ｔ-CO2の削減 
253 

温室効果ガス排出削減量 計  1,489 

CO2吸収源対策 山梨県森林吸収量確保推進計画、山梨県緑化計画の推進 949 

 
（８） 推進体制 

①庁内体制 

「さわやか・やまなし環境創造本部」の「地球温暖化対策専門部会」において、施策・事業

の総合調整や、全庁的な計画の推進に取り組む。 
②各主体との連携 

住民や事業者、団体、NPO、地球温暖化防止活動推進員、地球温暖化防止活動推進センタ
ー、市町村等との連携。各主体が参加し、地域ぐるみで実践するパートナーシップ型の組織

として「地球温暖化対策地域協議会」の設置の推進。 
 

（９）進捗状況の把握 

本計画を着実に推進し実効あるものとするため、マネジメントシステム（PDCAサイクル）
を取り入れた計画の進行管理。毎年度、排出状況等を把握、山梨県環境保全審議会に報告。 

 
６ 県の事務事業に関する実行計画（やまなし環境マネジメントシステム） 

県が事業者として、組織における環境負荷の低減、地球温暖化の防止、エネルギーの合理的

使用その他の環境保全に関する職員の取組を推進する。 


